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地方自治法第２５２条の３８第６項の規定により、市長から平成３０年度包

括外部監査の結果に基づく措置状況の通知があったので、次のとおり公表する。 
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平成３０年度包括外部監査結果に基づき講じた措置状況 

○令和元年（2019 年）７月１日現在 

１.包括外部監査契約期間 平成３０年４月１日からまで平成３1年３月３１日 

２.越谷市包括外部監査人 長田 慶洋（公認会計士） 

３.特定の事件（テーマ）名 「子育て支援施策に関する財務事務の執行及び事業の管理について」 

４.監査対象課 子ども家庭部 子育て支援課、子ども育成課、青少年課 

児童発達支援センター、公立保育所 18 ヵ所、学童保育室 48 室 

児童館 2 館(コスモス、ヒマワリ) 

５.監査結果での指摘件数 ２８件（監査の結果：１０件 意見：１８件） 

６.指摘事項と講じた措置状況 表のとおり 

（１）表中の凡例 

頁 【平成３０年度 越谷市包括外部監査報告書】の中で包括外部監査人が指摘した内容が記述されているページ数 

（２）表の【指摘の区分】欄に掲げた用語の意味 

監査の結果  包括外部監査の結果を示したもの 

意 見   監査の結果に基づいて市の組織及び運営の合理化に資するために添えられた意見 

（３）表の【措置の状況】欄に掲げた用語の意味 

改 善 済  包括外部監査人から指摘された内容に沿うよう改めたもの又は改めたと見なせるもの 

改 善 中  包括外部監査人から指摘された内容に沿うよう改めている途中のもの 

検 討 中  包括外部監査人から指摘された内容について検討中のもの 

現状維持  包括外部監査人から指摘された内容について現状のままとしたもの 

全体版 
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「監査の結果」に対する措置一覧 

Ⅲ．各論  

1．公立保育所 

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P29 （3）① 公立保

育所の施設別コ

スト管理 

【監査の結

果 1】公立保

育所におけ

る施設間の

コスト比

較・検証 

各公立保育所による運営の効率化に向けた

継続的な努力により、公立保育所全体の運営を

効率化できる。公立保育所を効率的に運営する

には、公立保育所全体でのコスト管理に加え、

施設別のコスト管理も重要である。公共施設マ

ネジメントシステムを活用し、施設間のコスト

を比較し、検証をするべきである。 

公共施設マネジメントシステムの

活用により、減価償却の概念を取り入

れ、残存価額の把握と暦年の修繕経費

の割合や累積額などを踏まえたイニ

シャル面のコスト、人件費や光熱水費

等のランニング面のコストについて、

経年比較、施設別のコスト管理を行う

ことで、施設の維持管理における判断

材料とする他、計画的かつ効率的な修

繕計画等の立案につなげられるよう

検討してまいります。 

検討中 
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頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P39 （3）③ 公立保

育所の職員状況

（配置基準、労働

時間管理） 

【監査の結

果 2】公立保

育所職員の

時間外労働

時間管理 

公立保育所の正規職員は、本庁勤務の越谷市

職員と同様に、庶務事務システムへの入力によ

って、時間外勤務時間を含めた出退勤時間の管

理がなされているが、出退勤時間を人手によっ

て記録する方法及び上長による確認だけでは、

時間記録のミスや改ざんなどが発生するおそ

れがある。 

保育士の過重労働問題は全国的に指摘され

ており、保育士の労働条件は、児童の保育環境

に大きく影響することから、タイムカードなど

の出退勤時間を記録する機器を導入し、特に時

間外労働時間についてはより正確かつ客観的

に管理する必要がある。 

 タイムカードの導入による出退勤

時間の管理については、全庁的な職員

との兼ね合いなどから、庁内の労務管

理等を管轄する総務部等と連携して

検討してまいります。 

 保育士の労働環境に配慮するため、

所長による管理を継続してまいりま

す。 

現状 

維持 

P42 （3）⑦ 備品を

含む固定資産管

理は適切である

か 

【監査の結

果 3】備品の

現物確認 

保育所では、監査委員の定期監査以外では、

年に１回固定資産の現物と台帳を照合するル

ールであるが、照合に不備があり、台帳の記載

と現物が一致していない保育所があった。 

備品台帳に記載された備品と現物は一致させ

る必要があるため、定期的な備品の棚卸を徹底

させるべきである。 

各保育所で備品台帳による備品管

理を徹底してまいります。 

改善中 

P43 （3）⑦ 備品を

含む固定資産管

理は適切である

か 

【監査の結

果 4】備品の

除却処理 

備品台帳に記載されている資産で現物が存

在しない場合には、資産除却手続きを行う必要

がある。 

 今後、点検及び台帳照合するなか

で、存在しない備品や使用不可等不要

な備品がある場合は、資産除却手続き

を行ってまいります。 

改善済 
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2．私立保育所等運営改善費補助金 

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P48 （3）① 補助対

象経費の実支出

額 

【監査の結果

5】要綱上での

補助対象経費

や使途の明確

化 

私立保育所等運営改善費補助金について、

現状では、要綱上で補助対象経費や使途が明

確に記載されていない。対象経費の範囲や金

額を明確にし、具体的な交付目的や補助金の

使途が特定されるように要綱上で記載する必

要がある。 

 指摘内容を踏まえ、早期の要綱改正

を目指して検討してまいります。 

検討中 
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8．学童保育室 

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P89 （3）③ 学童保

育室は概ね 40 人

以下を一つのグ

ループとされて

いるか 

【監査の結果

6】学童保育室

の定員 

「基準を定める条例」第 10 条第 4項によれ

ば、「児童の保育については概ね 40 人以下を

一つのグループとして保育に当たらなくては

ならない。」とされている。市では、一つのグ

ループ（支援の単位）の児童数についても、

弾力化定員同様に、児童の出席率を考慮して

いる。平成 29 年度延利用者数の月次平均数を

もとにした支援単位40人基準を守る対策とし

て、4つの学童保育室が、パーテーションで区

切る等の対策をしているが、それ以外はパー

テーションの仕切はなく、班編成によるのみ

である。埼玉県放課後児童クラブガイドライ

ンでは、一つのクラブを複数の支援単位に分

ける場合は、支援の単位ごとに活動を行う場

所が特定できるよう壁やパーテーションで区

切るよう努めることが要請されている。「基準

を定める条例」第 10 条 4 項 一の支援の単位

を構成する児童の数を概ね40人以下とするに

は、壁やパーテーションで区切る必要がある。

 現状の保育環境を維持する中で、簡

易間仕切りの設置、保育室の 2室化等

の整備を行い、一つの支援単位が概ね

40 人以下となるように改善を進めて

まいります。 

改善中 
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9．保育ステーション事業 

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P97 （3）② 委託料

の積算方法が適

切であるか 

【監査の結

果 7】委託料

の積算方法 

現在の見積書では、委託料の積算項目が妥

当なのか確認が困難である。見積書上の委託

料は、毎年の予算計上可能額に関わらず、事

業で実際に発生する費用項目を積算する方法

で算定する必要がある。積算項目と決算書の

勘定科目を一致させるなど、委託料の積算方

法を検証ができる様式で見積書を受領すべき

である。 

 見積書の様式を、平成 31（令和元）

年度予算作成時から、社会福祉法人会

計基準に基づいた勘定科目を採用し

た様式に変更しました。 
改善済 

13．児童館 

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P126 （3）① 備品を

含む固定資産管

理は適切である

か 

【監査の結

果 8】備品の

現物確認 

児童館では、監査委員の定期監査以外では、

定期的に固定資産の現物と台帳の照合を行っ

ていない。備品台帳に記載された備品と現物

は一致させる必要があるため、定期的に備品

の現物と台帳を照合するべきである。 

 児童館の備品管理について、１年に

１回現物と備品台帳の照合を行って

まいります。 改善済 

P126 （3）① 備品を

含む固定資産管

理は適切である

か 

【監査の結

果 9】備品の

除却処理 

備品台帳に記載されている資産で現物が存

在しない場合には、資産除却手続きを行う必

要がある。 

 今後、点検及び台帳照合するなか

で、存在しない備品や使用不可等不要

な備品がある場合は、資産除却手続き

を行ってまいります。 

改善済 
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14．固定資産 

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P132 （3）③ 備品を

含む固定資産管

理は適切である

か 

【監査の結

果 10】「備品

管理の手引

き）」におけ

る棚卸の記

載 

現物と台帳が整合しない原因に、全庁的に

参照される「備品管理の手引き（平成 29 年 3

月 17 日）」において、備品の棚卸を実施すべ

き旨の記載がないことが挙げられる。総務省

資料「資産評価及び固定資産台帳整備の手引

き」では、台帳上で固定資産を網羅的に管理

するためには資産の棚卸が重要である旨が記

載されている。この手引きを参考に「備品管

理の手引き」でも、棚卸実施について定める

べきである。 

 「備品管理の手引き」に資産の棚卸

実施に関する記載について、所管課と

協議すると共に、備品の棚卸の実施を

検討してまいります。 

検討中 



7 

「意見」に対する措置一覧 

Ⅲ．各論 

1．公立保育所

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P40 （3）⑤ 公立保

育所の施設及び

児童の安全管理 

【意見 1】 

建物設備の

修繕と老朽

化施設建替

え計画の検

討 

財政上の制約はあるが、児童の安全確保の

観点から、建物設備定期点検の結果や保育所

からの要望に基づく修繕は、漏れなく確実に

実行する必要がある。また、老朽化施設につ

いては、部分的な修繕だけではなく、施設の

建替え計画についても適時適切に検討してい

く必要がある。 

 公共施設マネジメントシステムの

活用により、コスト比較、検証と併せ、

維持管理及び更新計画を立てていく

とともに、必要な修繕に要する経費に

ついて予算確保に取り組んでまいり

ます。 

検討中 

P40 （3）⑤ 公立保

育所の施設及び

児童の安全管理 

【意見 2】 

遊具の維持

管理におけ

る有資格者

の活用 

現状有効に機能している職員による自己点

検を今後も維持しつつも遊具点検に関する専

門業者による定期点検の導入を検討すること

が望ましい。 

 庁内の技術系職員を活用するなど

して、指摘のあった定期点検を行える

よう検討するとともに、引き続き現状

における所長及び衛生管理者等の

日々の点検を実施してまいります。 

検討中 

P42 （3）⑥ 特別支

援保育（障がい等

の配慮が必要な

子への保育）の実

施状況 

【意見 3】 

私立保育園

の保育士等

による特別

支援保育実

習 

特別支援保育は、その対象と思われる児童

や、希望する保護者が増えている状況である。

様々な取り組みにより私立保育園等での更な

る特別支援保育の拡充を図ることが市内の保

育ニーズに応えることになる。市内私立保育

園の特別支援児受入を増やす方法として、私

立保育園の保育士による特別支援保育実習を

行っている自治体もある。越谷市においても、

私立保育園の保育士等が特別支援保育実習を

受けられるよう、公立保育所による支援を検

討することが望ましい。 

 私立保育園における特別支援保育

について、これまで以上に公立保育所

の職員による実習等の支援を行って

まいります。 

改善中 
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5．子ども・子育て支援給付費

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P65 （3）② 給付費

計算に過誤が生

じたときの対応

について 

【意見 4】 

子ども･子育

て支援給付

費の給付先

施設へのモ

ニタリング 

子ども育成課では、所定の様式による書面

の提示により、子ども・子育て支援給付費の

支給要件を確認しているが、現地で実際に利

用されている書類までは入手していない。シ

フト表など実務で使用される書類によれば、

支給要件を満たしているか実態の確認が可能

となる。必要に応じて行っている現場確認の

際に、牽制の意味からも、申請のうち一定数

について抜き打ちでシフト表などを入手し、

支給要件を満たしているか実態を確認するこ

とが望ましい。 

 福祉指導監査課が実施する実地検

査の際の確認事項とすることや、子ど

も育成課で提出を求める書類に含め

るなど、意見の趣旨を踏まえた確認が

行えるよう、実施を検討してまいりま

す。 
検討中 
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6．病児保育事業

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P69 (3)② 委託料の

検証を適切に実

施しているか 

【意見 5】 

病児保育室

委託先法人

の委託料の

検証 

委託料の金額の妥当性を検証するためには、

実際の事業の実施に要した費用を把握するこ

とが重要であり、上述の現況報告に添付された

決算書等を活用し、必要に応じて契約金額と決

算額を費目毎に検証することが望ましい。 

 令和元年度の委託契約分から、委託

先に対して、完了報告と併せて決算書

等の書類の提出を求めてまいります。
改善済 

P71 （3）③(ウ) 周

辺自治体の病児

保育室整備状況 

【意見 6】 

病児保育事

業の拡充 

現状では、市南部のみずべこどもの家保育園

内の１か所で、ここを市北部の市民も利用して

いる。極端な量的不足は生じていないと思われ

るが、北部住の市民にとって利便性は良くな

い。市内の子育て世帯の利便性向上を図るため

に具体的な検討が必要である 

 現在、越谷市医師会等の関係機関と

２か所めの開設について調整を行っ

ており、市域北部の市民の方々の利便

性が向上するよう、実現に向け調整を

続けてまいります。 
検討中 
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8．学童保育室

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P87 （3）② 利用児

童1人あたりの保

育専用スペース

が十分に確保さ

れているか 

【意見 7】 

学童保育室

の1人あたり

面積 

1 日の平均出席者数によると児童 1 人あた

り面積は全ての学童保育室で基準の1.65㎡を

上回っている。しかし、定員ベースによる分

析は、1.65 ㎡以上が 11 室、1.65 ㎡未満が 37

室である。生活空間の広さは学童が学童保育

室で過ごす際の快適さに大きく影響する。学

童の生活環境の観点からは、今後更なる改善

を検討する余地がある。「基準を定める条例」

第 4 条は、放課後児童健全育成事業者に最低

基準を超えて、常に、その設備及び運営を向

上させることを要請している。学童の生活環

境をより一層向上させるために、待機児童対

策の要請はあるが、可能な範囲で基準定員に

より運用する学童保育室を増やす取り組みが

望まれる。 

 年々増加傾向の学童保育のニーズ

に対応するため、待機児童対策として

出席率を考慮した弾力的な運用によ

る定員設定は必要であると考えてい

ます。しかしながら、学童保育室の生

活環境の向上も重要であることから、

基準定員で運用する学童保育室を増

やすことができるように、引き続き学

童保育室の整備を進めてまいります。

改善中 
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頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P91 （3）⑤ 未就学

児が学童保育室

を利用する際に、

従来の保育環境

と比べて大きな

負担がかかって

いな 

いか 

【意見 8】 

学童保育室

の延長保育 

公立保育所では朝の延長保育が午前 7 時か

ら実施されているが、学童保育室では休校日

の開室時間は午前 8 時からになっている。児

童の就学前と後で保護者の勤務形態が変わら

ないとすれば、利用者にとっては、保育所の

延長保育開始時間と学童保育室の開室時間が

一致しているほうが利便性は高い。休校日に

おける学童保育室の開室時間を午前 7 時に近

づける変更ができないか検討するべきであ

る。 

 学校休業日における学童保育室の

開室時間の繰上げを求める声が高ま

っていることから、平成 30 年度に学

童保育室の試行として夏期学校休業

期間の開室時間を午前 8 時から午前 7

時 30 分へ変更しました。 

 今後は、試行期間の延長や、試行結

果の検証に基づき、学校休業日におけ

る学童保育室の開室時間を午前 7 時

30 分へ変更することについての検討

を進めてまいります。 

改善中 

P91 （3）⑥ 委託先

の評価は適切に

行われているか 

【意見 9】 

学童保育室

委託先法人

の委託料の

検証 

委託料の金額の妥当性を検証するために

は、実際の事業の実施に要した費用を把握す

ることが重要であり、委託先の決算書等を入

手し、必要に応じて契約金額と決算額を費目

毎に検証することが望ましい。 

 令和元年度の委託契約分から、委託

先に対して、完了報告と併せて決算書

等の書類の提出を求めてまいります。
改善済 
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9．保育ステーション事業

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P96 （3）① 委託先

の選定が適切に

行われているか 

【意見 10】 

長期にわた

る同一事業

者との契約

における事

業者の定期

的な検証 

保育ステーション事業は長期間にわたり 1

社の随意契約であるが、適正な質を確保した

うえでの長期安定的な運営を考えると、複数

年にわたり同一事業者と契約していること自

体に問題はない。しかし、同一事業者との契

約が長期間にわたると、馴れ合いが生じ、サ

ービス向上やコスト削減が図られない等のデ

メリットが生じることも一般的に指摘され

る。 

 そのため、現在の委託先である社会福祉法

人が、事業の実施基準に適合しているかを定

期的に検証するべきである。 

 平成 31（令和元）年度委託契約の仕

様書において、「市で実施するモニタ

リング測定に協力すること。なお、モ

ニタリングの方法については別途協

議すること。」という文言を追加し、

検証ができるようにしました。 
改善済 

P98 （3）③ 委託先

法人の委託料の

検討 

【意見 11】 

保育ステー

ション委託

先法人の委

託料の検討 

委託料の金額の妥当性を検証するために

は、実際の事業の実施に要した費用を把握す

ることが重要であり、上述の現況報告に添付

された決算書等を活用し、必要に応じて契約

金額と決算額を費目毎に検証することが望ま

しい。 

 契約金額の見積書の様式を変更し、

社会福祉法人会計基準に基づいた勘

定科目を用いたことにより、社会福祉

法人決算書等との比較が容易になり

ました。平成 30 年度の決算報告は６

月末までに作成されますので、令和２

年度（2020 年度）予算作成時には、当

該決算報告に基づき検証を行ってま

いります。 

改善済 
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10．児童発達支援センター

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P108 （3）② 児童発

達支援センター

の地域における

中核的な療育施

設としての役割

について検討す

る 

【意見 12】 

障がい児保

育や療養分

野における

専門性の地

域への還元 

障がい児保育の対象児童や保護者のニーズ

に応えるには、児童や保護者により身近な地

域の保育士等による専門知識の向上も重要と

考える。児童発達支援センターには地域の障

がい児やその家族への相談、障がい児を預か

る施設への援助・助言を通じて得た専門知識

が集約されており、地域の中核的な療育施設

の役割を担っている。この施設の専門性を一

層地域に還元する為に、専門職による保育所

等への研修講師派遣等の回数を増やすととも

に、対象を拡大することが望まれる。 

 毎年 11 月に実施しているセンター

職員及び公立保育所職員対象のセン

ター主催の研修について、民間保育園

職員にも周知し参加できるようにし

ます。また、障がい児が通う保育所等

に専門職が訪問し、集団生活適応のた

めの専門的な支援を行う、保育所等訪

問支援事業の実施に向けた準備を進

め、令和２年度からの実施を目指して

まいります。 

改善中 

11．障がい児支援事業

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P116 （3）③ 給付費

増加に対する対

応が行われてい

るか 

【意見 13】 

給付費の急

増について 

現在、国の政策もあり、障がい児支援事業

においては、毎年給付費が急増している。平

成 25 年度に比べて平成 29 年度は、介護給付

費が約 1.5 倍、通所給付費は約 2.3 倍となっ

ている。予算の制約もあることから、今後は

障がい児の個々に応じた適切なサービスにつ

いて十分に検討をしていくことが望まれる。 

 障がい児の施設等が整備され、サー

ビスを必要としている障がい児に対

して適切な支援ができるようになり、

介護者の負担も軽減されました。サー

ビス利用の認定については、引き続き

適正に行ってまいります。また、事業

所の指定等が越谷市に移譲されため、

事業所指導に努めてまいります。 

現状 

維持 
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13．児童館

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P125 （3）① 備品を

含む固定資産管

理は適切である

か 

【意見 14】 

展示品に関

する中長期

投資計画の

策定 

維持管理費や修繕費用も相当程度発生する

ことを鑑み、廃棄することも選択肢の一つと

して中長期的な投資計画を策定し、検討すべ

きであると考える。例えば、展示品の利用度

分析やアンケート調査によって展示品の需要

を調査し、中長期的な将来計画を策定したう

えで、取替更新するか、廃棄すべきか、修理

すべきか、経済合理性を検討した上で意思決

定することが望ましい。 

 今回の監査結果を踏まえ、展示品の

取替更新、廃棄等について、今後、中

長期的な管理計画を作成することを

検討してまいります。 

検討中 

14．固定資産

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P131 （3）② 施設の

耐震化対策は実

施されているか 

【意見 15】 

12 保育所の

耐震診断 

昭和 56 年 6 月以前に建設された保育所は、

この耐震診断が未実施の状態となっている。

公立保育所で昭和56年以前に建設された保育

所は 12 施設あり、全体の 66.6%程である。耐

震基準を満たしているか確認できていない 12

施設について、早急に耐震性能について確認

すべきである。 

 昭和 56 年以前に建設された保育所

については、順次建て替えを行ってい

く方針であることから、ＲＣ造（鉄筋

コンクリート造）２階建ての保育所を

優先して実施していくこととして、実

施に向け調整を開始しています。ま

た、耐震性未確認の 12 施設について

も、公共施設等総合管理計画アクショ

ンプラン策定後の個別計画の中で耐

震化を検討してまいります。 

検討中 
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18．子育て支援事業

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P157 （3）③ 業務委

託先に対して、適

切に事業を評価

しているか 

【意見 16】 

業務委託先

に対する適

切な事業の

評価 

市は子育てサロン事業やファミリー・サポ

ート・センター事業の業務委託先について、

書面により報告を受けているが、現地調査ま

では実施していない。 

 業務委託契約約款の第４条には、「発注者

は、必要があると認めるときは、受注者に対

して業務の処理状況につき調査し、又は報告

することができる。」と規定されている。特段

の問題が発生していないため、市による現地

調査はなされてない。しかし、随意契約で 5

年以上業務を委託している業者もあるため、

業務が適正に行われているか、現地調査する

意義は大きいと考えられる。書面報告のみだ

と現場の実態を理解できず市民の要望に添っ

た運営を委託先に指示監督できない可能性も

ある。また、委託先のモニタリングの形骸化

を防ぐため、現地調査の実施を検討すること

が望まれる。 

 子育てサロン事業やファミリー・サ

ポート・センター事業の業務委託先の

現地調査を現在実施しております。ま

た、このほかすべての委託先に対する

現地調査も、今年度中の実施を予定し

ております。 

 今後も書面報告と合わせて、現地調

査を行い適正な運営が行われている

か確認を行ってまいります。 
改善済 
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22．情報公開

頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

P166 （1）③ 社会福

祉法人計算書類

等の市ホームペ

ージ上の開示 

【意見 17】 

社会福祉法

人計算書類

等に関する

情報開示の

充実 

保育施設の事業内容や財務状況は施設の利

用者のみならず、広く市民の関心が高い情報

であるが、通常の市民には独立行政法人福祉

医療機構のホームページは参照しにくい。市

民が参照しやすいように、当該情報へのリン

ク先をホームページ上に記載している自治体

もある。保育所の情報とあわせて、市民が広

く目にする機会を増やせるよう、越谷市のホ

ームページに独立行政法人福祉医療機構によ

る社会福祉法人の計算書類等の公表ページへ

のリンクを掲載することが望ましい。 

 指摘の趣旨を踏まえ、越谷市ホーム

ページに独立行政法人福祉医療機構

の関連ページへのリンクを掲載しま

した。 

改善済 

P167 （2）③ 指導監

査結果の公表 

【意見 18】 

指導監査結

果と改善状

況に係る情

報の継続開

示と内容の

充実 

指導監査の結果と指導内容については、保

育所を利用している保護者にとっても、保育

所を運営する法人にとっても関心の高い情報

と思われる。ある保育所の指導監査で指摘さ

れた事項は、他の保育所でも起こる可能性が

あり、その改善状況は他の保育所にとっても

事業の改善に役立てるための有用な情報と考

えられる。越谷市では、平成 29 年度の集団指

導について、主な指摘事項として公表された

後、平成 30 年度は開示されていない。市内の

保育環境の改善に役立つ指摘事項や指導内容

については積極的に開示することが望まれ

る。指導監査結果と指導内容に関する情報開

示を継続するとともに、内容を一層充実させ

るべきである。 

 「平成 30 年度 特定教育・保育施

設、特定地域型保育事業 実地指導

主な指導事項」を越谷市ホームページ

に掲載しました。 

改善済 


